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コード番号　８２３３ 上場取引所（所属部） 大証第１部、
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問 合 せ 先     　責任者役職名 取締役本社管理本部財務部長

　　　　　　氏　　　　名 本　多　恭　晴 ＴＥＬ（０６）６６３１－１１０１

中間決算取締役会開催日            平成 12 年 10 月 19 日 中間配当制度の有無　有・無

中 間 配 当 支 払 開 始 日            平成 12 年 11 月 24 日

１．12 年８月中間期の業績（平成 12 年３月１日～平成 12 年８月 31 日）

（１） 経営成績　　　　　　　　　　　　　　（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

売 上 高（対前年中間期増減率） 営業利益（対前年中間期増減率） 経常利益（対前年中間期増減率）

百万円　　　％ 百万円　　　　％ 百万円　　　　％

12 年８月中間期 ４７９,６８５（△ 2.8） ２,２４２（△ 45.8） ２,６４６（△ 54.2）

11 年８月中間期 ４９３,３６３（△ 3.7） ４,１３７（　 30.4） ５,７７５（　 49.4）

1 2 年 ２ 月 期       １,０１１,５１９（△ 3.1） ９,０３９（　  5.9） １１,７８８（　 74.5）

中間（当期）純利益
（対前年中間

期増減率）

１株当たり

中間（当期）純利益
会 計 処 理 基 準        

百万円　　　％ 円　銭

12 年８月中間期 １,５２２（△ 41.0） ４．９８ 中間財務諸表作成基準

11 年８月中間期 ２,５７９（　 79.4） ８．４５ 中間財務諸表作成基準

1 2 年 ２ 月 期       ４,９７２（　100.0） １６．３０

（注）１．期中平均株式数 12年８月中間期           ３０５,０４４,３８２株

11年８月中間期           ３０５,０４４,３８２株

1 2 年 ２ 月 期       ３０５,０４４,３８２株

　　　２．会計処理の方法の変更　有・無

　　　

（２）配当状況

１株当たり

中間配当金

１株当たり

年間配当金

円　銭

12 年８月中間期 ３．７５

11 年８月中間期 ３．７５

1 2 年 ２ 月 期       ― ７円５０銭

（３）財政状態

総　資　産 株　主　資　本 株主資本比率 １株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円　銭

12 年８月中間期 ６３４,８２４ ２２２,３５８ ３５．０ ７２８．９３

11 年８月中間期 ６３２,４０３ ２２０,６９３ ３４．９ ７２３．４７

1 2 年 ２ 月 期       ６４６,５３７ ２２１,９４３ ３４．３ ７２７．５７

（注）１．期末発行済株式数 12年８月中間期       ３０５,０４４,３８２株        額面株式

11 年８月中間期 ３０５,０４４,３８２株 １単位の株式数　1,000 株

1 2 年 ２ 月 期       ３０５,０４４,３８２株

２．中間期末の有価証券の評価損益 ２４,５３４百万円

３．中間期末のデリバティブ取引の評価損益 １百万円

２．13 年２月期の業績予想（平成 12 年３月１日～平成 13 年２月 28 日）

1株当たり年間配当金          
売 上 高      経 常 利 益      当 期 純 利 益      

期　末

百万円 百万円 百万円 円　銭 円　銭

1 3 年 ２ 月 期       ９９６,４００ ８,９００ ４,０００ ３．７５ ７．５０

（参考）1 株当たり予想当期純利益　　１３円１１銭
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【経営方針】

　当社では現在、「景気動向に左右されない収益構造の構築」と「本格的連結経営時代到来に向けた

グループ経営の強化」を目標として掲げた「第 2 次中期経営計画」を推進しております。この最終年

度にあたる本年度は、「第 2 次中期経営計画」の目標達成に向け以下のような取り組みを年度初めに

設定し、収益基盤の強化と効率経営の実践を目指してまいりました。

① 消費動向に素早く対応する積極的営業施策の推進

② 組織改正が目的として掲げた、販売・仕入の実践

③ 長期的にローコストを継続できる体制の確立

④ 連結を視座に置いたグループ資産効率の向上

⑤ インターネットビジネスの拡大に対応する事業機会の創出

　今下期も、以上のような取り組みを継続して推進していくとともに、営業力強化、財務体質の改善

を推し進めてまいります。

　

【利益配分に関する基本方針】

　当社は当期および将来の業績や経営環境を総合的に勘案するとともに、将来に備え経営基盤を強化

することにより安定的な配当水準を維持することを配当政策の基本といたしております。

　この考え方を踏まえ、利益配分については一株につき中間配当金３円 75 銭、年間配当金７円 50 銭

を基本に安定配当として継続してまいりたいと考えております。

　内部留保資金については、各店舗の改装など営業力拡充および財務体質のための原資として活用さ

せて頂く所存であります。

【経営成績】

　上半期におけるわが国経済は、１－３月期、４－６月期の実質ＧＤＰが２期連続してプラスで

推移し、2000 年度政府経済見通し「ＧＤＰプラス 1.0％」の達成も可能となる見通しであり、景

気は回復に向かっていると考えられます。しかしながら４－６月期をみると、公共投資の伸びが

全体を押し上げる格好となっており、景気の牽引役である個人消費はプラスで推移しているもの

の、依然として本格的な回復感が乏しい状況が続いております。

　百貨店業界におきましては、所得の伸び悩みや雇用不安による消費の低迷、業態間競争の激化

などにより、全国百貨店売上高は６カ月連続して前年実績を下回り、引き続き厳しい経営環境に

あります。

　このような状況の下、百貨店各社は、大規模小売店舗立地法の施行を契機として大幅な営業日

数の増や営業時間の延長に取り組む等、販売機会の拡大を図る一方、人員の見直し、既存店舗の

業態転換、不採算店舗の閉鎖などリストラ策の推進を加速させております。

　当社におきましては、中核事業である百貨店事業に改装費、宣伝費、人員等を重点的に配分す

るとともに、営業日数増や営業時間延長の実施、お客様の声を反映した商品開発に取り組みまし

た。また、インターネットを活用した営業活動の検討を進めております。

　一方、資産効率改善のため保有資産や賃借不動産の見直しを図るとともに、コスト削減に向け

同業他社との後方業務の一部共同化を図るなど、経営の効率化に取り組んでまいりました。

　事業別に申し上げますと、百貨店事業では、特徴ある品揃えを推進するため、昨年の婦人服「マ

ピエス　ファム」に引き続き、紳士服の新ブランド「ラフィネール　アッシュ」を各店で展開す

るとともに、お取引先と共同開発した当社独自商品「T－ｏｗｎ」の拡充に力を注ぎました。さら

に、店舗競争力強化のため、3月には堺店食料品売場、柏店婦人服売場を改装し、今秋の港南台店

（9 月）・立川店（11 月）の全館改装オープンに向け準備を進めました。また、創業 170 年の節

目を記念して東京・大阪・京都・横浜の各店で美術展「２１世紀劈頭展」や大宮店開店３０周年

記念催などを開催し、ご来店促進に努めました。
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　こうした営業諸施策を実施したにもかかわらず、売上高は一部の店では前年実績を上回ること

ができましたが、百貨店事業全体では下回る結果となりました。

また、7 月に東京店では国際環境規格 ISO14001 の認証を取得し、他の 1７店についても各店ごと

に環境委員会を設置して来春の取得を目指しております。今後とも省エネ・省資源の推進、「環

境にやさしいクリーンローズシリーズ」商品の取扱い拡大など、地球環境保全の問題にも積極的

に取り組んでまいります。

　法人事業では、企業のユニフォーム需要の低迷や贈答品需要の縮小が続いておりますが、企業

収益の改善により販促商品は好調となってきたこともあって、売上高は前年実績を確保すること

ができました。

　建装事業では、長引く建設需要の低迷によって受注額は大幅に落ち込みましたが、本年３月に、

よりスリムな組織・要員体制にしました結果、事業収支面での改善が図られました。

　通信販売事業では、会員制宅配通販「御用聞き便」など新企画での売上確保を図るとともに、ｼ

ｮｯﾋﾟﾝｸﾞ･ﾆｭｰｽ誌の魅力アップのため媒体制作力の強化、カタログ掲載商品の見直しなど、見やす

く買いやすい紙面づくりに取り組みましたが、主力のファッション関連商品が低迷し、売上高は

前年実績を下回りました。

　以上のような営業諸施策を積極的に進めたものの、売上高は 479,685 百万円（前年同期比 2.8％

減）となりました。一方、業務の合理化と諸経費の削減に努めましたが、経常利益は 2,646 百万

円（前年同期比 54.2％減）にとどまりました。また、特別利益として固定資産売却益等、特別損

失として固定資産除却損等を計上いたしました結果、中間純利益は 1,522 百万円（前年同期比

41.0％減）となりました。

　下半期の景況につきましては、景気の回復基調は変わらないものの、依然として続く雇用不安

や将来的な税・年金・保険等の負担増に対する警戒感から、個人消費の回復は不透明な状況であ

ると思われます。

　当社といたしましては、21 世紀の経営基盤強化に向け「第３次中期経営計画」を策定しており

ます。この計画へ円滑に移行していくため、今下期は、現在推進中である「第２次中期経営計画」

の総仕上げの期と位置付け、引き続き百貨店事業の営業力強化と、経費の効率的活用を行ってま

いります。このためには、昨年度改正した組織を活かした商品開発力、商品調達力の強化を図り、

売上の確保と粗利益率の向上に取り組んでまいります。

　また、引き続き厳しい経営環境下に置かれている法人・建装・通信販売の各事業においては、

経費構造を抜本的に見直し、利益の確保を目指してまいります。

　なお、本年３月に開業いたしましたジェイアール名古屋髙島屋は、多くのお客様のご支持を得

て、当初の目標を大幅に上回ることができました。

　

－３－



比　較　貸　借　対　照　表

（単位　百万円）

　　　　　　期　別

科　目

当中間期

（１２．８．３１）

前年中間期

（１１．８．３１）

前　　期

（１２．２．２９）

（ 資 産 の 部 ）        

流 動 資 産        １６１，６２０ １９４，３１６ １７８，２２９

現 金 及 び 預 金         １５，７６６ ２４，３４２ １８，１６２

受 取 手 形         ４，６２３ ８，２６６ ８，２７４

売 掛 金         ４４，８４５ ４６，２６４ ４５，９５５

有 価 証 券         １，５３５ ２，４３５ ２，０３６

自 己 株 式         ３，１４８ ３ １１，８３７

商 品         ４３，９１２ ４４，８６２ ４６，４８２

貯 蔵 品         ２６９ ３２４ ２９２

前 渡 金         ６９ １３６ ７

前 払 費 用         ２，７３６ ２，８３０ ２，６９８

短 期 貸 付 金         ３３，２５２ ５２，２００ ３０，９５４

繰 延 税 金 資 産         ３，１１２ ２，３３３ ３，５１９

そ の 他         １３，０２８ １３，３９７ １２，３２１

貸 倒 引 当 金         △     ４，６８０ △     ３，０８１  △   　４，３１２

固 定 資 産        ４７３，２０３ ４３８，０８７ ４６８，３０８

有 形 固 定 資 産        １９６，５５１ １７５，０４３ １９７，２１９

建 物         ８０，６７０ ８３，１３４ ８１，３５８

構 築 物         １，４８５ １，５６４ １，４９５

車 両 及 び 運 搬 具         ８ １１ ９

器 具 及 び 備 品         ８，０８２ ８，６３７ ８，２１３

土 地         １０６，３０３ ８１，３３３ １０６，１０９

建 設 仮 勘 定         １ ３６２ ３２

無 形 固 定 資 産        ８，７５３ ８，９６５ ８，９０１

借 地 権         ５，６７６ ５，６７６ ５，６７６

そ の 他         ３，０７７ ３，２８９ ３，２２５

投 資 等        ２６７，８９８ ２５４，０７８ ２６２，１８７

投 資 有 価 証 券         ６４，１２５ ７０，３１５ ６４，６４６

子 会 社 株 式         ４３，５３５ ３０，８０６ ３４，８４４

長 期 貸 付 金         １０９，９６６ ９８，７２２ １１０，８３６

長 期 保 証 金         ５２，２０４ ５６，４９９ ５４，０７１

繰 延 税 金 資 産         ― ２，４９４ ―

そ の 他         ６，０６４ ７，０２７ ６，９２０

貸 倒 引 当 金         △     ７，９９９ △   １１，７８７ △     ９，１３２

資 産 合 計        ６３４，８２４ ６３２，４０３ ６４６，５３７

－４－



（単位　百万円）

　　　　　　期　別

科　目

当中間期

（１２．８．３１）

前年中間期

（１１．８．３１）

前　　期

（１２．２．２９）

（ 負 債 の 部 ）        

流 動 負 債        ２６６，７７１ ２４５，７０４ ２７２，２２１

支 払 手 形         ３，６７１ ６，３７３ ４，７０５

買 掛 金         ８７，３３５ ９１，１１６ ８３，０９１

短 期 借 入 金         ２６，６４８ ３７，７０１ ４５，３７３

社債（１年以内償還） ４４，２８５ ― １７，９００

ｺ ﾏ ｰ ｼ ｬ ﾙ ﾍ ﾟ ｰ ﾊ ﾟ ｰ         ― ― １５，０００

未 払 金         １３，８６０ １１，２０６ １９，０４７

未 払 法 人 税 等         ２５ ５，９５８ ２，８２９

未 払 消 費 税 等         １，４１３ １，７２１ １，８３０

未 払 費 用         ７，５２１ １２，１３３ ４，６１０

前 受 金         １，０７４ １，４９４ １，３８８

商 品 券         ４３，１３９ ４３，１３１ ４１，２５８

預 り 金         ３６，３７７ ３２，７３３ ３３，８３５

そ の 他         １，４２０ ２，１３３ １，３５０

固 定 負 債        １４５，６９４ １６６，００５ １５２，３７３

社 債         ２５，０００ ４９，２８５ ３１，３８５

長 期 借 入 金         ８８，９７５ ８６，５５０ ９０，２７５

退 職 給 与 引 当 金         １９，４４７ １７，９８４ １９，０６７

長 期 預 り 金         ６，９６１ ７，３５８ ７，０５９

繰 延 税 金 負 債         ２，７９０ － ２，００９

そ の 他         ２，５１８ ４，８２５ ２，５７５

負 債 合 計        ４１２，４６５ ４１１，７１０ ４２４，５９４

（ 資 本 の 部 ）        

資 本 金        ３８，８４５ ３８，８４５ ３８，８４５

法 定 準 備 金        ３２，８５０ ３２，６２４ ３２，７３９

資 本 準 備 金         ２７，０８５ ２７，０８５ ２７，０８５

利 益 準 備 金         ５，７６４ ５，５３９ ５，６５３

剰 余 金        １５０，６６２ １４９，２２２ １５０，３５８

任 意 積 立 金        １２９，２２８ １２５，４１９ １２５，４１９

固定資産圧縮積立金 １２，１５８ ８，３４９ ８，３４９

別 途 積 立 金         １１７，０７０ １１７，０７０ １１７，０７０

中間未処分利益        ２１，４３３ ２３，８０３ ２４，９３８

（うち中間純利益）         （１，５２２） （２，５７９） （４，９７２）

資 本 合 計        ２２２，３５８ ２２０，６９３ ２２１，９４３

負 債 資 本 合 計        ６３４，８２４ ６３２，４０３ ６４６，５３７

－５－



比　較　損　益　計　算　書

（単位　百万円）

　　　　　　　期　　別

科　　目
当中間期

（12.3.1～12.8.31）

前年中間期
（11.3.1～11.8.31）

増 減 高
（△）

増 減 率
（％）

前　　期
（11.3.1～12.2.29）

（経常損益の部）

売 上 高        479,685 493,363 △ 13,678 △    2.8 1,011,519

その他の営業収入        4,688 4,905 △    217 △    4.4 9,517

営
業
収
益

営 業 収 益 計      484,373 498,269 △ 13,895 △    2.8 1,021,037

売 上 原 価        348,392 358,132 △  9,739 △    2.7 734,893

販売費一般管理費 133,738 135,999 △  2,260 △    1.7 277,104

営
業
損
益
の
部

営
業
費
用

営 業 費 用 計      482,131 494,132 △ 12,000 △    2.4 1,011,997

営 業 利 益        2,242 4,137 △  1,895 △   45.8 9,039

受取利息・配当金 2,411 2,647 △    236 △    8.9 4,483

雑 収 入        3,097 4,230 △  1,132 △   26.8 7,638

営
業
外
収
益 営業外収益計 5,508 6,878 △  1,369 △   19.9 12,121

支払利息・割引料 2,773 2,872 △     98 △    3.4 5,527

雑 損 失        2,331 2,368 △     36 △    1.6 3,845

営
業
外
損
益
の
部

営
業
外
費
用 営業外費用計 5,105 5,240 △    135 △    2.6 9,372

経 常 利 益        2,646 5,775 △  3,129 △   54.2 11,788

（特別損益の部）

土 地 売 却 益          695 635 59 　― 8,212

投資有価証券売却益          ― 121 △    121 ― 2,862

会 員 権 売 却 益          2 ― 2 ― ―

貸 倒 引 当 金 取 崩 益          640 584 55 　― 2,213

現 物 出 資 差 益          ― ― ― ― 2,467

　
特
　
別
　
利
　
益

特 別 利 益 計        1,337 1,341 △      3 △     0.3 15,756

土 地 売 却 損          44 ― 44 　― ―

固 定 資 産 除 却 損          117 584 △    467 ― 784

事務所返却等に伴う原状回復費             298 ― 298 ― ―

店舗退店等に伴う原状回復費 ― 546 △    546 　― 848

投資有価証券売却損          ― 31 △     31 　― 460

会 員 権 売 却 損          371 ― 371 ― ―

投資有価証券評価損          18 ― 18 　― 927

貸 倒 引 当 金 繰 入 額          305 ― 305 　― 761

特

 

別

 
損

 

失

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

子 会 社 等 整 理 損          ― ― ― 　― 13,448

特 別 損 失 計        1,154 1,163 △　　　9 △    0.8 17,230

税引前中間純利益 2,829 5,953 △  3,123 △   52.5 10,314

法人税、住民税及び事業税 120 6,200 △  6,080 △   98.1 　4,850

法 人 税 等 調 整 額            1,187 △     2,826 4,013 ― 　491

中 間 純 利 益        1,522 2,579 △  1,057 △   41.0 4,972

前 期 繰 越 利 益            19,911 13,176 6,735 ― 13,176

過 年 度 税 効 果 調 整 額            ― 2,001 △  2,001 ― 　2,001

税効果による圧縮積立金取崩額 ― 6,046 △  6,046 ― 　6,046

中 間 配 当 額            　― 　― 　― 　― 1,143

利 益 準 備 金 積 立 額             　― 　― 　― 　― 114

中間未処分利益        21,433 23,803 △  2,369 ― 24,938

－６－



中間財務諸表作成の基本となる事項

１．正規の決算において採用している会計処理の原則及び手続との相違点は、次のとおりであります。

　①退職給与引当金繰入額

　　退職給与引当金繰入額（役員・従業員）は年間繰入見積額の２分の１相当額を計上しております。

　②減　価　償　却　費

　　減価償却費は当中間会計期間末の減価償却資産について、年間償却見積額の２分の１相当額を計

　　上しております。

　③法人税及び住民税並びに事業税額

　　法人税及び住民税並びに事業税額は、中間決算に基づく課税所得を計算し、法定税率を乗じて計

　　上しております。

２．棚卸資産の評価基準および評価方法は、次のとおりであります。

　　　商 品     売価還元法及び個別法による原価基準

　　　　　　　　 但し、通信販売事業本部の商品は先入先出法による原価基準

　　　貯 蔵 品     先入先出法による原価基準

３．有形固定資産の減価償却の方法

　　　法人税法に基づく定額法

４．リース取引の処理方法は、リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナ

　　ンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

５．外貨建社債の長期為替予約に伴う会計処理については、当該為替予約による円貨額を付しており、

　　これによる為替予約差額は当該予約を行った日の属する期から、決済日の属する期までの各期の日

　　数により配分しております。なお、当該為替予約差額のうち、当中間期配分額は中間損益計算書の

　　営業外費用の社債利息より控除し、当中間期末日以降の配分額は中間貸借対照表の流動負債（その

　　他）に計上しております。

６．消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

注 記 事 項          

　貸借対照表関係        

　１．有形固定資産の減価償却累計額 122,851 百万円

　２．保　証　債　務　等

　　　　保 証 債 務           42,598 百万円

　３．自 己 株 式 の 数         3,984,633 株

　

－７－



リース取引に関する注記

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

　①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額及び期末残高相当額　　　 （単位　百万円）

当 中 間 期     
（12.8.31）

前年中間期
（11.8.31）

増　減
前　　期

（12.2.29）

車両及び運搬具

取 得 価 額 相 当 額          

減価償却累計額相当額

139

96

196

119

△   57

 △   22

201

142

期 末 残 高 相 当 額          42 76 △   34 58

器具及び備品       

取 得 価 額 相 当 額          

減価償却累計額相当額

12,307

6,495

12,537

6,395

△  229

100

14,108

7,842

期 末 残 高 相 当 額          5,811 6,142 △  330 6,266

合 計       

取 得 価 額 相 当 額          

減価償却累計額相当額

12,446

6,592

12,733

6,514

△  286

78

14,310

7,985

期 末 残 高 相 当 額          5,853 6,218 △  364 6,325

　②未経過リース料期末残高相当額　　　　　　　　　　　　　　　　　  （単位　百万円）

当 中 間 期     

（12.8.31）

前年中間期

（11.8.31）
増　減

前　　期

（12.2.29）

１ 年 以 内        2,159 2,207 △   48 2,175

１ 年 超        3,694 4,011 △  316 4,149

合 計        5,853 6,218 △  364 6,325

　③支払リース料及び減価償却費相当額　　　　　　　　　　　　　　　  （単位　百万円）

当 中 間 期     
（12.8.31）

前年中間期
（11.8.31）

増　減
前　　期

（12.2.29）

支 払 リ ー ス 料        1,194 1,218 △   24 2,512

減価償却費相当額 1,194 1,218 △   24 2,512

　④減価償却費相当額の算定方法

　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

　　　（注）取得価額相当額及び未経過リース料期末残高相当額の算定方法は、未経過リース料

　　　　　　の期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、支払利子込み法

　　　　　　によっております。

２．オペレーティングリース取引

　・未経過リース料期末残高相当額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （単位　百万円）

当 中 間 期     

（12.8.31）

前年中間期

（11.8.31）
増　減

前　　期

（12.2.29）

１ 年 以 内        18,134 17,997 136 18,158

１ 年 超        257,514 274,780 △ 17,266 266,466

合 計        275,648 292,778 △ 17,129 284,625

－８－



販　売　実　績

　（１）店別売上高

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  （単位　百万円）

当 中 間 期        

（12.3.1～12.8.31）

前 年 中 間 期        

（11.3.1～11.8.31）

前 期        

（11.3.1～12.2.29）
期　別

店　別 金   額 構成比 増減率 金   額 構成比 金   額 構成比 増減率

％ ％ ％ ％ ％

大 阪 店    83,713 17.4 △ 4.2 87,348 17.7 176,925 17.5 △ 6.1

京 都 店    55,000 11.5 △ 1.8 56,002 11.4 114,968 11.4 △ 4.0

堺 店    10,493 2.2 △ 0.8 10,577 2.1 20,892 2.0 △ 4.9

泉 北 店    12,945 2.7 △ 0.0 12,947 2.6 25,980 2.6 △ 0.7

岡 山 店    12,834 2.7 △ 4.7 13,463 2.7 27,570 2.7 △ 7.8

岐 阜 店    10,486 2.2 2.1 10,274 2.1 21,655 2.1 △ 0.2

関
　
西
　
事
　
業
　
部

米 子 店    5,258 1.1 △ 4.8 5,521 1.1 11,261 1.1 △ 5.2

東 京 店    92,411 19.3 △ 4.7 96,989 19.7 200,372 19.8 △ 2.4

横 浜 店    77,012 16.0 △ 4.2 80,389 16.3 164,098 16.2 △ 3.3

新 宿 店    36,764 7.7 0.3 36,654 7.4 77,178 7.6 2.0

玉 川 店    21,614 4.5 1.2 21,359 4.3 44,136 4.4 0.9

立 川 店    16,396 3.4 △ 1.1 16,581 3.4 33,675 3.3 △ 3.5

大 宮 店    10,589 2.2 △ 2.4 10,846 2.2 21,911 2.2 △ 6.0

柏 店    18,539 3.9 0.9 18,365 3.7 38,046 3.8 1.7

高 崎 店    8,464 1.7 △ 2.8 8,706 1.8 17,872 1.8 △ 1.8

関
　
東
　
事
　
業
　
部

港南台店 7,160 1.5 △ 2.4 7,336 1.5 14,971 1.5 △ 3.4

合　　計 479,685 100.0 △ 2.8 493,363 100.0 1,011,519 100.0 △ 3.1

（注） １．店別売上高の大阪店には和歌山店を、京都店には洛西店をそれぞれ含めております。

２．法人事業本部（20,583 百万円、前年同期比 0.2％増）、建装事業本部（12,696 百万円、前年

同期比 27.6％減）、及び通信販売事業本部（16,991 百万円、前年同期比 2.8％減）の売上高

は、それぞれ所在する地区の各店に含めております。

（２）商品別売上高

      （単位　百万円）

当 中 間 期        

（12.3.1～12.8.31）

前 年 中 間 期        

（11.3.1～11.8.31）

前 期        

（11.3.1～12.2.29）
期　別

商品別 金　額 構成比 増減率 金　額 構成比 金　額 構成比 増減率

％ ％ ％ ％ ％

衣 料 品       176,232 36.7 △  4.6 184,685 37.4 380,808 37.7 △  7.0

身 回 品       67,799 14.1 0.6 67,393 13.7 137,981 13.6 1.9

雑 貨       59,789 12.5 △  0.5 60,067 12.2 120,368 11.9 △  1.8

家 庭 用 品       56,452 11.8 △  9.6 62,418 12.6 125,265 12.4 △  0.5

食 料 品       105,639 22.0 1.0 104,611 21.2 219,521 21.7 △  0.3

食 堂 ・ 喫 茶       7,987 1.7 △  5.3 8,433 1.7 16,093 1.6 △  4.3

ｻ ｰ ﾋ ﾞ ｽ その他       5,784 1.2 0.5 5,753 1.2 11,481 1.1 △ 14.9

合　　計 479,685 100.0 △  2.8 493,363 100.0 1,011,519 100.0 △  3.1

－９－



有価証券の時価等

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位　百万円）

当中間期（平成 12 年 8 月 31 日） 前年中間期（平成 11 年 8 月 31 日） 前　　期（平成 12 年 2 月 29 日）

種　　類
中 間 貸 借     

対照表価額
時　　価 評価損益

中 間 貸 借     

対照表価額
時　　価 評価損益

貸借対照

表 価 額    
時　　価 評価損益

1.流動資産に

属するもの

株  式    4,683 5,218 535 2,199 4,923 2,724 13,859 14,247 388

債  券    ― ― ― 238 266 27 14 15 0

小　　計 4,683 5,218 535 2,438 5,190 2,751 13,873 14,262 388

2.固定資産に

　属するもの

株  式    38,205 62,237 24,031 42,178 79,392 37,214 38,187 60,222 22,035

債  券    489 457 △  32 2,031 1,545 △ 486 492 418 △  73

そ の 他    ― ― ― 0 0 △　 0 ― ― ―

小　　計 38,694 62,694 23,999 44,209 80,937 36,728 38,679 60,641 21,961

合　　計 43,378 67,913 24,534 46,648 86,128 39,480 52,553 74,903 22,350

（注） １．時価等の算定方法

上 場 有 価 証 券               主に東京証券取引所の最終価格

店 頭 売 買 有 価 証 券               日本証券業協会が公表する売買価格等

非上場の証券投資信託の受益証券 基 準 価 格              

非 上 場 債 券               日本証券業協会が公表する公社債店頭基準気配銘柄の利回

り、残存償還期間等に基づいて算定した価格

なお、残存償還期間の算定にあたって、償還の日について

は債券の種類別にそれぞれ最も多く用いられている日とし

ております。

２．流動資産に属する株式には、自己株式を含めて表示しております。

　　なお、評価損益は次のとおりであります。

当 中 間 期      前 年 中 間 期      前    期      

△239 百万円 　　△ 0百万円 △735 百万円

３．開示の対象から除いた有価証券の中間貸借対照表計上額

当 中 間 期      前 年 中 間 期      前 期      

　　固定資産に属するもの 非 上 場 株 式          68,966 百万円 56,911 百万円 60,811 百万円
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デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益

・通　貨　関　連　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位　百万円）

当　中　間　期

（平成 12 年 8 月 31 日）

前　年　中　間　期

（平成 11 年 8 月 31 日）

前　　　　　期

（平成 12 年 2 月 29 日）区
　
分

種　　　類
契約額

等
うち１

年超

時 価
評 価

損 益

契約額

等
うち１

年超

時 価
評 価

損 益

契約額

等
うち１

年超

時 価
評 価

損 益

市
場
取
引
以
外
の
取
引

為替予約取引

買　建

　米 ド ル     

英 ポ ン ド     

ｲ ﾀ ﾘ ｱ・ﾘﾗ     

40

-

-

-

-

-

42

-

-

1

-

-

60

3

-

12

-

-

60

3

-

△ 0

△  0

-

32

-

12

12

-

-

33

-

12

1

-

△ 0

合　　　計 40 - 42 1 63 12 63 △ 0 45 12 45 0

（注）１．為替相場は先物相場を使用しております。

　　　２．外貨建金銭債権債務等に先物為替予約が付されていることにより、決済時における円貨額が確

定している外貨建金銭債権債務等で、貸借対照表において当該円貨額で表示されているものに

ついては、開示の対象から除いております。

ご参考

　　　公　開　方　法 　　東京兜倶楽部及び大阪証券記者クラブ（記者発表）

　　東京商工会議所記者クラブ及び大阪商工記者会（記者発表）
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